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はじめに
2021年版「出入国在留管理」の発刊に当たって

法務省出入国在留管理庁は，国際化の時代の中で，様々な国・地域から多
様な目的をもって来日する外国人の入国・在留がスムーズに行われるように
することを通じて，健全な国際交流推進の一翼を担いつつ，同時に日本社会
の秩序が保たれるよう，どのような外国人であれば入国・在留を認め，どの
ような外国人であればそれらを認めないかを見極める重要な役割を果たして
います。そのためには，最先端の技術を活用するなどし，円滑な出入国審査
と厳格な出入国管理を高度な次元で両立させる出入国審査の高度化を実現し
ていく必要があります。また，我が国の安全・安心を脅かす好ましくない外
国人を法令に基づいて強制的に国外に退去させることによって，国民の安全
や利益を守るという任務も担っています。加えて，難民の認定手続を整備し，
真に庇護を求める者を迅速かつ的確に保護していくことも出入国在留管理庁
に課せられた大きな役割です。さらに，法務省において外国人の受入れ環境
の整備に関する企画及び立案並びに総合調整を行うこととなった（平成30年
７月24日閣議決定）ところ，外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた
取組とともに，外国人との共生社会の実現に向けた環境整備を推進する任務
も担っています。
1959年から発刊されていた「出入国管理」は，本書で27冊目になります
が，2018年12月８日，第197回国会（臨時会）において「出入国管理及び難
民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律」が成立し，法務省が出入
国に加えて「外国人の在留」の公正な管理を図る任務を負うことが明記さ
れたことに伴い，2019年版から「出入国在留管理」へ名称を変更しました。
2003年版以前の「出入国管理」では，５年間の出入国管理行政の歩みをまと
めたものとして発刊していましたが，近年，出入国管理をめぐる情勢がめま
ぐるしく変化し，出入国管理行政も，その動きに的確に対応するべく，様々
な新しい取組を行っています。そこで，2004年版以後は，「出入国管理」は
毎年の出入国管理行政の動きを取りまとめて発刊しています。
この2021年版「出入国在留管理」では，出入国在留管理庁における業務の
概要を紹介し，2016年から2020年までの過去５年間の業務の推移を見つつ，
2019年４月から実施している特定技能制度の運用状況，技能実習制度の運用
状況，外国人材の受入れ，在留支援に関する取組，テロリスト等の確実な入
国阻止，外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策，被収容者に係る処
遇の適正化に向けた取組，難民認定制度の運用状況，新型コロナウイルス感
染症への対応など，最近の出入国在留管理行政を取り巻く状況や施策を，
2020年度の動きを中心に取りまとめています。
本書を通じ，出入国在留管理行政が，皆様にとって親しみやすく分かりや
すいものとなれば幸いです。

2021年11月
出入国在留管理庁長官　佐々木　聖子
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2021年版　「出入国在留管理」のポイント

2021 年版「出入国在留管理」の構成
⃝�本書は，出入国在留管理をめぐる近年の状況（第１部），主要な施策（第２部）及び資料編
で構成。
⃝第１部では，2016年から2020年までの５年間の業務統計を基に，2020年の業務状況を記載。
⃝�第２部では，出入国在留管理行政に係る主要な施策を記載（主に2020年度の取組について記
載。2021年度の取組についても一部記載）。
⃝資料編では，出入国在留管理庁の業務概要等を記載。

第１部　　出入国在留管理をめぐる近年の状況
⃝外国人入国者数　
・2020年における外国人入国者数（再入国者数を含む。）は430万7,257人，再入国者数を除いた
新規入国者数は358万1,443人（前年比87.4％減）。

⃝在留外国人数　
・2020年末現在の中長期在留者数と特別永住者数を合わせた在留外国人数は288万7，116人。
・また，在留外国人数の我が国の総人口に占める割合は2.3％であり，2019年末と比べ0.02ポイン
ト減少している。

⃝不法残留者数　
・2021年１月１日現在の不法残留者数は８万2,868人であり，各年１月１日現在の数値としては
７年ぶりに減少した。

第２部　　出入国在留管理行政に係る主要な施策等
⃝新型コロナウイルス感染症への対応について
・　水際対策について
新型コロナウイルス感染症の感染者が多数に上っている状況等がある地域に滞在歴がある外
国人について，入管法第５条第１項第14号に該当する外国人として，特段の事情がない限り，
上陸を拒否するなどして，水際対策を講じている。
・　在留諸手続について
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を踏まえ，帰国が困難な状況にある外国人に対
して，就労が可能な在留資格「特定活動」等への変更を認めるほか，就労ができない在留資格
を有する外国人に対して，本邦での生計維持を可能とするため，資格外活動を許可するなどの
措置を講じている。
・　雇用維持支援について
新型コロナウイルス感染症の影響により解雇等され，実習が継続困難となった技能実習生，
採用内定を取り消された留学生，技能実習を修了し帰国が困難な元技能実習生等の本邦での継

ポイント



続した就労を可能とするため，一定の要件の下，特定産業分野において就労できるよう在留資
格「特定活動」を付与している。
・　情報提供・相談体制の強化について
外国人生活支援ポータルサイトにおいて，各府省庁の情報を言語別に集約して情報提供を行
うとともに，地方公共団体が設置・運営する一元的相談窓口に対して交付金の特例措置を講じ
るなどの取組を行っている。
また，新型コロナウイルス感染症の影響で生活に困窮する外国人からの電話相談に多言語か
つ無料で対応するＦＲＥＳＣヘルプデスクを設置することにより，相談体制の強化を図ってい
る。
・　入管施設における新型コロナウイルス感染症対策について
新型コロナウイルス発生後，変異株への置き換わりが進む中で，出入国在留管理庁として，
より効果的な感染防止対策の確立が急務と認識し，2021年７月20日，入管施設における新型コ
ロナウイルス感染症対策マニュアル第４版を発行した。

⃝特定技能制度について　
・2021年６月末現在の速報値では，特定技能在留外国人数は２万9,144人。また，2021年６月末現
在の速報値では，特定技能に係る在留資格認定証明書交付件数が１万2,007件，在留資格変更
許可件数が２万6,039件，登録支援機関登録件数が6,156件となっている。
・出入国在留管理庁と分野所管省庁との連携を通じ，国内外において試験実施を促進することに
より，2021年６月末現在，全14分野の試験が国内及び海外８か国で実施済みとなっている。ま
た，技能試験の合格者数についても順調に増加し，2021年６月末現在で４万7,270人に上って
いる。
・二国間取決めについては，2021年６月末現在で，13か国との間で作成しており，同取決めに基
づき，各国政府と適宜情報共有しているほか，意見交換を実施し，特定技能制度の適正な運用
のために改善が必要と認められる問題の是正に努めている。

⃝外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策　
・政府においては，2006年に取りまとめた「『生活者としての外国人』に関する総合的対応策」
に基づいて外国人が暮らしやすい地域社会づくり等に努めてきたが，新たな在留資格である
「特定技能１号」及び「特定技能２号」の創設を踏まえつつ，外国人材の受入れ・共生のため
の取組を，より強力に，かつ，包括的に推進していく観点から，2018年12月，「外国人材の受
入れ・共生に関する関係閣僚会議」（以下「関係閣僚会議」という。）において，「外国人材の
受入れ・共生のための総合的対応策」（以下「総合的対応策」という。）を取りまとめた。
・2019年６月には，外国人材の受入れ環境整備をめぐる喫緊の課題となっている事項を中心に総
合的対応策の内容を充実させるものとして「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策の
充実について」（以下「充実策」という。）を取りまとめ，充実策の方向性に沿って，2019年12
月に総合的対応策の改訂を，2020年７月には，これまでの関連施策の実施状況も踏まえ，外国
人材の受入れ環境整備を更に充実・推進させる観点から，総合的対応策の改訂を行い，政府一
丸となって関連施策を着実に推進してきた。
・さらに，2021年６月には，これまでの関連施策を実施する中において，新型コロナウイルス感
染症の感染拡大等によって明らかになった課題も踏まえ，受け入れた外国人に対する受入れ環
境を更に充実させる観点から，総合的対応策を改訂した。
・2020年７月には，総合的対応策に基づき，新宿区のＪ R四ツ谷駅前のビルに，出入国在留管
理庁，法テラス，東京法務局人権擁護部及び在留外国人の在留を支援する４省庁８機関がワン
フロアで相談等の対応を行う「外国人在留支援センター」（Foreign�Residents�Support�Center
／ＦＲＥＳＣ（フレスク））を開所した。
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⃝外国人との共生社会の実現のための有識者会議
・2021年１月，共生社会の在り方，その実現に向けて取り組むべき中長期的な課題について調査
し，関係閣僚会議に対して意見を述べることを目的として「外国人との共生社会の実現のため
の有識者会議」（以下「有識者会議」という。）を開催することが決定された。同年２月以降，
有識者会議において議論がなされ，現在，同会議において，意見書の取りまとめが行われてい
るところである。
今後，政府においては，有識者会議において取りまとめられた意見書の内容等を踏まえ，我
が国における外国人との共生社会の在り方，その実現に向けて取り組むべき中長期的な課題及
び方策等を国民や外国人に示すための工程表を策定することとしている。

⃝円滑かつ厳格な入国審査等の実施
・我が国においては政府を挙げて観光立国の実現に向けた取組を進めているところであり，航空
機の乗客に対しては自動化ゲートの設置・増設等により，クルーズ船の乗客に対しては船舶観
光上陸許可制度の運用等による審査の合理化等により，空海港における円滑な審査の一層の推
進を図っている。
・上陸審査待ち時間を活用して前倒しで個人識別情報（指紋及び顔写真）を取得する機器，通称
「バイオカート」を，2016年10月，特に審査待ち時間短縮効果が期待できる関西空港，高松空
港及び那覇空港に導入した。その後，2018年５月にかけて成田空港等14空港に，2019年12月に
は羽田空港に，2020年１月には博多港及び比田勝港に導入し，円滑な審査の一層の推進を図っ
ている。
・2014年の入管法改正により導入されたトラスティド・トラベラー・プログラムは，自動化ゲー
トを利用できる対象者の範囲を，一定の要件を満たし，「信頼できる渡航者」と認められて登
録を受けた「短期滞在」の外国人に拡大するものであり，2016年11月から運用を開始した。
また，日米間の出入国審査の迅速化に資するため，日米の入国管理当局間で具体的な運用を
協議し，米国のグローバル・エントリー・プログラム（ＧＥＰ）に登録していることを前提と
して，トラスティド・トラベラー・プログラムの利用希望者登録を申請する米国人について，
要件の一部に適合することを要しないこととしている。
2020年３月16日に，それまでの登録要件を緩和するとともに，一定の要件を満たす観光客や
トラスティド・トラベラー・プログラム登録者の家族（配偶者及び未成年未婚の子）にまで，
利用希望者登録の対象を拡大した。
・顔認証技術を活用して日本人の出帰国手続の合理化・円滑化を図るため，日本人の帰国確認手
続における顔認証ゲートの先行運用を，2017年10月，羽田空港において開始した。その後，
2018年度から2019年度にかけて，新千歳空港，成田空港，羽田空港，中部空港，関西空港及び
福岡空港に顔認証ゲートを順次導入し，日本人の出帰国手続において運用しており，また，
2020年度には那覇空港に新たに設置した。
さらに，2019年７月24日の羽田空港を皮切りに，上記７空港において，観光等の目的で入国
した外国人の出国手続においても，顔認証ゲートの運用を開始した。
・観光客等を装ったテロリスト等の入国を確実に水際で阻止するため，個人識別情報，ＩＣＰＯ
紛失・盗難旅券情報，ＡＰＩＳ等を活用した厳格な出入国審査を継続して実施している。
　加えて，2021年３月26日から出国時に出国確認を受ける者と出入国在留管理庁が保有する出国
確認留保対象者の顔画像との照合を実施している。

⃝技能実習制度の運用状況　
・技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図るため，①2017年11月に施行された法務省及
び厚生労働省が共管する「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律
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（平成28年法律第89号）」に基づく措置，②2019年３月に「技能実習制度の運用に関するプロ
ジェクトチーム」が取りまとめた改善方策，③同年11月にとりまとめた失踪技能実習生の減少
に向けた更なる改善方策などの取組を進めている。
・送出機関の適正化を主な目的として，各送出国政府との間で，順次，二国間取決めを作成する
こととしており，2020年末現在，14か国との間で取決めを作成している。

⃝不法滞在・偽装滞在者への対策等　
・これまでの取組により不法残留者数は，1993年以降，着実に減少していたものの，2015年には
22年ぶりに増加に転じ，以後2021年１月１日現在までに不法残留者数は約８万3,000人にまで
増加していることから，摘発の強化，不法滞在者に係る情報の収集・分析の強化及び出頭申告
の促進による更なる不法滞在者数の縮減に努めている。
・「偽装滞在者」とは，偽装結婚，偽装留学，偽装就労など，偽変造文書や虚偽文書を行使する
などして身分や活動目的を偽り，あたかも在留資格のいずれかに該当するかのごとく偽装して
不正に入国・在留許可を受けて在留する者，あるいは，必ずしも当初から活動目的を偽ってい
たわけではないが，現に有する在留資格とはかけ離れて不法に就労等する者について，情報の
収集・分析の強化を行い，偽装滞在者の摘発・縮減に努めている。
・退去強制令書が発付されているものの，病気治療や訴訟の提起等の送還に支障のある事情を有
するために送還の見込みが立たない被収容者については，仮放免を積極的に活用し，より一層
適正な退去強制手続の実施に努めた。
・「入国者収容所等視察委員会」からの意見も踏まえ，引き続き，警備処遇の透明性がより一層
確保されるよう努めるとともに，入国者収容所等の運営の改善向上を図っている。
・第７次出入国管理政策懇談会の下に「収容・送還に関する専門部会」が設置され，有識者の
方々による法整備を含む具体的な方策について議論・検討が行われ，2020年７月14日，法務大
臣に報告書が提出された。
・報告書を踏まえ，退去強制手続を一層適切かつ効果的なものとし，送還の忌避及び長期収容問
題の解決を図ることを目的とした「出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づ
き日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する法律案」を第204
回国会に提出したが，継続審議となった後，衆議院解散に伴い，廃案となった。

⃝難民の適正な保護の推進　
・難民の迅速かつ確実な保護を推進するための難民認定制度の運用の見直しの一環として，濫
用・誤用的な難民認定申請を抑制するための取組を進めてきたところであるが，依然として，
濫用・誤用的な申請が急増し，難民の迅速な保護に支障が生じる事態となっていた。
・そこで，濫用・誤用的な申請が多く見られる正規滞在者からの難民認定申請について，2018年
１月15日から，①申請受付後の振分け期間を設け，振分け結果を在留資格に反映，②難民であ
る可能性が高い申請者への更なる配慮，③濫用・誤用的な申請に対する従来よりも厳格な対応
を主な内容とする更なる運用の見直しを行った。
・これらの取組の結果，フィリピンやベトナムといったアジア近隣諸国からの申請者を中心に近
年急増してきた難民認定申請者数は，大幅な減少に転じた一方で，2018年から2020年までの各
年における難民認定者数は，上記見直し前に比べ倍増しており，これまでのところ，濫用・誤
用的な申請を抑制し，難民の迅速な保護を図るという目的に向けて一定程度の効果を上げてい
る。

⃝国際社会及び国際情勢への対応　
・各国とのＥＰＡ締結交渉への参加，二国間・多国間での情報・意見交換の実施や協力関係の向
上を目的とした枠組みへの積極的な対応を行っている。
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・2020年に豪州の入国管理当局とオンラインでの意見交換を実施したり，（公財）日本台湾交流
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入管法 出入国管理及び難民認定法

入管法施行令 出入国管理及び難民認定法施行令

入管法施行規則 出入国管理及び難民認定法施行規則

上陸基準省令 出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令

入管特例法 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に
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入管特例法施行令 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に
関する特例法施行令

入管特例法施行規則 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に
関する特例法施行規則

入管法等改正法 出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律（平
成30年法律第102号）

技能実習法 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律

技能実習法施行規則 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行
規則

ＡＰＩ（Ｓ） Advance�Passenger�Information�（System）（事前旅客情報（システム））

ＰＮＲ Passenger�Name�Record（乗客予約記録）

ＥＰＡ Economic�Partnership�Agreement（経済連携協定）

ＩＡＴＡ・ＣＡＷＧ International�Air�Transport�Association�･�Control�Authorities�Working�
Group（国際航空運送協会・入国管理機関関係部会）

ＩＣＰＯ International�Criminal�Police�Organization（国際刑事警察機構）

ＩＯＭ International�Organization�for�Migration（国際移住機関）

ＵＮＨＣＲ
Office�of�the�United�Nations�High�Commissioner�for�Refugees（国際連
合難民高等弁務官事務所）又はUnited�Nations�High�Commissioner�for�
Refugees（国際連合難民高等弁務官）
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